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男女平等社会実現を求める要請書

　日頃から市民生活向上にむけ、ご尽力いただいている貴職に敬意を表します。

さて、2010年に男女共同参画基本法に基づく「第３次男女共同参画基本計画」が閣議決定され、2012年に「女性の活躍促進による経済活性化」行動計画がとりまとめられました。
都道府県でも「基本法」に基づく計画策定など法律に基づく取り組みや男女平等の推進に関する施策は進められているものの、男女平等参画社会の実現には程遠い状況です。また「ワーク・ライフ・バランス」社会の実現にむけても行動指針の充分な活用等が期待されるところです。
また、2012年11月に発表された「ジェンダーギャップ指数」（GGI）において日本は135カ国中101位（2011年は135カ国中98位）と後退に歯止めのかからない状況になっています。日本は特に政治分野及び経済分野における格差が大きいためこのような低い順位となっていると分析されていますが、国際的にみても男女平等に向けた多くの課題が存在しています。

　さらに、政府は、「育児休業３年」の推進、「生命と女性の手帳（仮称）」の配布を検討しているところですが、これは、安心して産み・育てられる環境を整備するという真の目標から乖離し、結果として女性を就業から遠ざける恐れがあります。女性の活躍促進をめざすのであれば、非正規・不安定雇用、長時間労働等の課題の解決に向けた取り組みを優先すべきです。

貴職におかれましては、広域的なネットワークを活かした情報提供など、ご支援を頂きますようお願いするとともに、男女平等社会の実現にむけて、積極的な対応がはかられるよう、下記事項について特段の尽力を要請します。
記

1．ワーク・ライフ・バランス社会の実現にむけて、ワーク・ライフ・バランス憲章と行動指針の趣旨を踏まえ、具体的な数値目標や工程表を設定し、達成状況について定期的なフォローアップを行うこと。また、地方議会で「ワーク・ライフ・バランスの街づくり宣言」が決議されるよう情報提供など必要な措置を講ずること。
２．各市における男女平等参画に関する条例・計画について
　(１)　男女共同参画社会基本法の基本理念に基づき、地域の状況を反映した男女平等参画に関する条例・計画の実効性を検証すること。

　(２)　男女平等参画に関する条例および計画の策定にあたっては、労働組合、ＮＰＯなど幅広い関係者との十分な意見交換を行うよう周知をはかること。
　(３)　各市における男女平等に関する施策の進捗状況について把握するとともに、その結果に関する情報提供など必要な措置を講じること。

３．各市に設置する公的審議会、各種行政委員会等への女性の登用を目標設定に基づいて進め、当面の最低目標値を30％とし、50％をめざすこと。また、登用段階で女性の少ない職名指定等、結果として女性を排除することのないよう周知をはかること。

４．各地域の特性にかんがみ、企業、ＰＴＡ、自治会（町内会）、農業協同組合、労働組合など地域のあらゆる事業者・組織に対し女性の登用と男女平等の推進についてネットワークを活かして積極的な支援・情報提供を行うこと。また、「女性センター」など地域の男女平等推進機能を担う機関について、一層の機能充実をはかること。

５．改正ＤＶ法の施行を契機として、関係施策の着実な履行と環境整備を早急に進めるため、以下の課題について積極的に推進・支援すること。

　(1)　ＤＶ被害など一定の支援が必要な女性に対する相談窓口、一時避難、就労支援などの措置を拡充すること。

　(2)　ＮＰＯや他の自治体とのネットワークを確立し、被害女性に対する広域的な支援が可能になるよう努めるとともに、その課題に対応できる人材の育成・研修を充実させること。

　(3)　各市においてＤＶ対策に関する基本計画を策定すること。

　(4） 配偶者暴力相談支援センターを拡充すること。
６．次世代育成支援対策推進法に基づき策定された「市町村行動計画」「一般事業主行動計画」「特定事業主行動計画」の着実な実施と充実・改善をはかるため、各計画の進捗状況について把握するとともに、その結果に関する情報提供など必要な措置を講じること。

　　また、2011年4月施行の改正法（一般事業主関連部分）の承知・徹底を図ること。

７．改正「パート労働法｣の情報提供・啓発など必要な措置を講じること。

８．各市における女性職員の採用と職域拡大、能力開発の促進、数値目標の設定、管理職層への積極的登用などの基本計画の策定を促進すること。

９.　職場における旧姓の「通称使用」の運用や、女子差別撤廃委員会の最終勧告も踏まえ、選択性夫婦別姓制度を含む民法改正について、早期に行うよう国に働きかけること。

10.  職場におけるセクシュアル・ハラスメント対策の充実を図ること。また、職場のいじめ・嫌がらせ問題に関する円卓会議ワーキング・グループ報告を活用し、パワー・ハラスメントの防止・禁止に向けた取り組みを行い、実効性のある対策をはかること。
11.　パート労働法や労働契約法の趣旨と内容を踏まえ、恒常的業務に就く臨時・非常勤等職員の雇用継続等、必要な措置を講じること。
以上
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